
決算書掲載頁　P89

内
訳

複雑多様化する行政ニーズや地方分権における基礎自治体への権限移譲に的確かつ効率的に対応するため、広域で
事務を実施することが効率的・効果的な事務について、積極的な広域連携を推進し、効果的・効率的な行政運営及び地
域の活性化を図る。

・国や大阪府の広域行政、権限移譲などの情報を収集し、広域連携の調査研究を行いながら、国、大阪府からの権限移
譲への対応や、南河内地域、近隣市町村などの共通課題に対応し、適切な広域連携を推進する。

・河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村の３市２町１村で構成する南河内広域連携研究会
や、橋本市、五條市で構成する広域連携協議会において、更なる広域連携の取組みを調査研究し、広域連携を推進す
る。
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広域行政の推進に非常に貢献している。
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効果的・効率的な行政運営及び地域の
活性化を図るため、更に広域連携の取
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広域で実施する事務を研究・検討し、近隣市町村との共通課題について課題解決を図るとともに、広域による地域の活
性化を図る。
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権限移譲事務や既存事務において、広域で取り組むことで市民サービスの向上につながる事務や、効率化が図れる事
務について広域共同処理などの広域連携を進める。
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広域共同処理関係市町村住民

大阪府からの権限移譲事務など、移譲事務について、研究会において更なる広域共同処理の研究、検討を進めるととも
に、河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村の３市２町１村で構成する南河内広域連携研究
会において、これまでの広域連携に加えて、更なる広域連携の取組みを調査研究し、広域連携を推進する。
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富田林市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村との広域連携による「南河内広域連携研究会」を中心に、国、大
阪府からの権限移譲への対応や、既存事務の広域化、施設の共同利用など、広域連携の取組みを進める。目
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事業：広域行政推進事業                       

１．広域行政の推進 

(1)職員の共同設置、内部組織の共同設置 

    平成２４年１月から大阪府からの権限移譲事務を中心に河内長野市、富田林市、大阪狭山市、太子町、河南

町、千早赤阪村の３市２町１村で実施している職員の共同設置及び内部組織の共同設置により広域事務を行っ

た。 

(2)南河内９市及び大阪市との図書館の相互利用を平成２４年７月から実施した。 

(3)新たな広域連携の可能性について、大阪府や関係市町村と情報交換を重ねつつ、連携に向けた調整を進めた。 

(4)河内長野市・橋本市・五條市との連携において、相互の交流を図り、固有の魅力を活かしながら地域の活性化

に努めた。 

 

細事業：広域連携推進事業                                

１．南河内広域連携研究会 

富田林市、河内長野市、大阪狭山市、太子町、河南町及び千早赤阪村の 3市 2町 1村を構成団体とする「南

河内広域連携研究会」において、広域連携を推進するための調査、研究及び調整等を行った。 

南河内広域連携研究会負担金  1,818,600 円 

 

（研究及び調査内容） 

(1) 南河内３市２町１村での図書館相互利用の開始（平成２５年度から） 

    (2) 南河内３市２町１村でのスポーツ施設の相互利用の開始（平成２５年度から） 

    (3) ３市２町１村での障がい者支給判定審査会の共同設置（平成２５年度から） 

    (4) 広域共同設置した広域まちづくり課、広域福祉課への共同処理の追加、体制の見直し 

    (5) 広域での共同発注の調査研究 


